
地方独立行政法人大阪産業技術研究所 令和２事業年度の業務実績にかかる項目別評価（案）一覧表

Ｒ１評価 Ｒ２評価 意見

法人 知事 法人 知事案 委員会

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 中小企業の成長を支えるための多様な技術分野における技術支援

1  (1) 多様なニーズに応える技術相談の充実          【技術相談内容の充実】技術相談満足度90％以上⇒98.2％ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

2  (2) 多様な技術分野における高度な依頼試験の提供と設備機器の開放 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

3  (3) 国際競争力の強化に向けた中小企業の海外展開支援 Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ

4  (4) 多様な企業ニーズに応える受託研究の推進        【受託研究及び簡易受託研究】実施件数785件⇒892件 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

5  (5) 高い知的財産力を活かした企業支援の実施        【知的財産】出願・保護件数35件⇒42件 Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

6  (6) インキュベーション施設を活用した起業・第二創業の支援 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

２ 高度化する企業の技術開発・製品開発に伴走する企業支援研究等の推進

 (1)  企業支援研究（高度受託研究、共同研究）の実施

 (2)  公募型共同開発事業の実施

 (3) プレ研究制度の運用                  【企業支援研究】実施件数52件⇒59件

３ 大阪産業の持続的発展のための研究開発の戦略的展開

 (1)  多様な企業成長を支える基盤研究の推進

 (2) 実用化・技術移転を目指す発展研究の推進

 (3) 大阪発の新産業の創出を目指すプロジェクト研究の推進  【競争的外部資金研究】実施件数83件⇒120件

４ 大阪産業を支える技術人材の育成

 (1) 企業が求める技術人材の育成

 (2) 関係機関との連携による次世代の産業人材等の育成    【人材育成】延べ人数430人⇒297人

５ 顧客満足度を高める事業化までの一気通貫の企業支援

 (1) 一気通貫支援の充実強化に向けた産学官連携の推進

 (2) ワンストップ化、スピード化による顧客サービスの向上

 (3) 企業支援のための情報収集・分析と積極的な情報発信

  ① 情報収集・分析

  ② 積極的な情報発信

   (a) 成果事例集の発行                 【技術支援成果の見える化】製品化成果事例件数29件⇒33件

   (b) 技術情報をまとめた各種刊行物の発行

   (c) 製品化・実用化につなげるセミナー・講演会等の開催

   (d) 企業ニーズに適合した情報提供の実施        【技術情報の発信】発信件数987件⇒489件

   (e) ホームページによる情報提供・電子媒体を用いた広報の充実 

   (f) 研究成果・知見の成果普及             【審査の上掲載された研究成果】発信件数84件⇒91件

11  (4) ネットワークの構築による企業支援の強化 Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 自主的・自律的な組織運営

 (1) 企業の利用メリットを最大化するための機動性の高い組織体制

 (2) 適正な組織運営

２ 業務運営の継続的向上のための取組

 (1) 業務の効率化

 (2) 研究開発成果の評価と共有

 (3) 機器・技術支援施設の効率的な整備

３ 優れた職員の確保と能力向上に向けた取組

 (1) 計画的・戦略的な職員の確保・育成

 (2) 職員の意欲の喚起

15 ４ 情報システム化の推進 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ 財務内容の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 事業収入の確保

 (1) 事業収入の確保と政策的な料金設定            【事業収入額（競争的外部資金を除く）】597.8百万円⇒581百万円

 (2) 競争的外部資金等の獲得推進

２ 財務基盤の強化と効率的な予算執行

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項の目標を達成するためとるべき措置

17 １ 施設の計画的な整備及び活用等 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

18 ２ 利用者の安全確保と職員の安全衛生管理 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

19 ３ 危機管理対策の推進・ＢＣＰの策定 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

４ 社会的責任の遂行

 (1) 情報公開の徹底

 (2) 個人情報の保護と情報セキュリティ

 (3) コンプライアンスの徹底

 (4) 適切なリスク管理

 (5) 環境に配慮した業務運営

 Ⅴ 大幅に上回って実施  Ｓ 特筆すべき進捗状況（知事が特に認める場合）

 Ⅳ 上回って実施  Ａ 計画どおり（すべての項目がⅢ～Ⅴの場合）

 Ⅲ 順調に実施  Ｂ おおむね計画どおり（計画の未達成項目があるものの、法人の達成に向けた取組状況は評価できる又は未達成につきやむを得ない事情が認められる場合）

 Ⅱ 十分に実施できていない  Ｃ 計画を十分に実施できていない（計画の未達成項目があり、法人の取組状況が不十分である場合）

 Ⅰ 大幅に下回っている  Ｄ 重大な改善事項あり（計画の未達成項目があり、法人への改善勧告を要する場合等）
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